
２　健康で安心な生活基盤の整備
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令和８年度進行管理　戦略点検シート
◎基本政策

主要課題 No. 29 総合的な自殺対策の推進

●４年後の目指す姿・計画期間の方向性●
主要課題の戦略シートで設定している「4年後の目指す姿」と「計画期間の方向性」を転記

しています。

４年後の
目指す姿

　誰も自殺に追い込まれることのないよう区民一人ひとりの気づきと見守りを促すととも
に、自殺のリスクとなり得る様々な生きづらさを抱える人に対して、社会的な支援の手が差
し伸べられ、区の自殺死亡率の減少傾向が維持されている。

計画期間
の方向性

〇自殺対策の啓発と人材育成
　自殺対策は「生きるための支援」であるため、区民一人ひとりが自殺対策に関することを正しく理
解し、自殺対策の重要性を認識できるよう、啓発活動と周知を推進します。また、自殺対策を推進す
る上で基盤となる人材育成を計画的かつ継続的に実施します。

〇関係機関・地域ネットワークの強化
　孤独や悩みを抱える人を早期に発見できるよう、幅広い層に適切な支援を行うとともに、関係機関
が連携し、相談しやすい地域づくりを促進し、自殺対策を推進するための環境を構築します。

事業名称 所管課 事業の持つ役割 事業費(千円)

事業費（令和７年度）　上段：実績　下段：当初予算

1　どのような事業で何をしたか（実績）
戦略シートの課題の解決手段として紐づけた計画事業について、「何をしたか」「何がどうなっ

たか」を記しています。

8,626千円

(9,979千円)

主な取組実績 単位 R4(2022) R5(2023)

② 自殺対策講演会での参加者の理解度(啓発周知）
％ 92.8 100.0 92.9 96.3

ゲートキーパー養成講座での参加者の理解度(人材育成） ％ 96.8 92.7 100.0 98.0

(13) (11) (39) (52)

R9(2027)

ICTを活用した自殺対策事業 相談件数 ― 15 61 79

R5(2023)

　人材育成のためのゲートキーパー養成講座については、一般区民向けはオンラインで開催し、25人
が参加しました。民生・児童委員向けには区民センターで開催し、38人が参加しました。またＨＰで
もゲートキーパー研修動画掲載を始めました。令和６年１月からＩＣＴを活用した自殺対策事業の取
り組みを開始し、累計で15件の相談を受け付けました。自殺予防週間である９月及び自殺対策強化月
間である３月の週末夕方の時間帯に、東京都と連携して街頭キャンペーンを実施しました。ボールペ
ン等の啓発グッズとリーフレットのセットを300個、ポケットティッシュを200個配布し、幅広い年代
に周知しました。

R7(2025)

　ゲートキーパー養成講座は、職員研修(２回)、区民向け(２回)、地域支援者向け(１回)を開催し、
それぞれ48名、76名、42名が参加しました。また、自殺対策講演会では71名が参加しました。ＩＣＴ
を使った相談は、79名の相談を受け付けました。３月及び９月の街頭キャンペーンでは、相談一覧
リーフレットや啓発グッズを1150部配布しました。

●特記事項（実績の補足）

　地域ネットワークの強化のため、区内大学学生相談室との連携事業として、大学生への普及啓発のためのトイ
レットペーパー及びメッセージメモを２大学と共同制作し、15大学、７図書館、教育センター及びシビックセン
ターに設置しました。

116

総合的な自殺対策の推進 予防対策課
自殺対策の基盤となる活動の推進や連携
体制を強化する。

R6(2024) R7(2025) R8(2026)

(回答者数)

R6(2024)

　ゲートキーパー養成講座は、職員研修(２回)、区民向け(２回)、地域支援者向け(１回)を開催し、
それぞれ55名、74名、27名が参加しました。また、自殺対策講演会では76名が参加しました。ＩＣＴ
を使った相談は、61名の相談を受け付けました。３月及び９月の街頭キャンペーンでは、相談一覧
リーフレットや啓発グッズを800部配布しました。



【ＳＤＧｓの視点】

1と２に基づき、計画期間の方向性ごとに「課題解決にどのような成果があったか」「成果が出ない

要因は何か」「新たな課題が生じてないか」などを点検・分析します。

〇自殺対策の啓発と人材育成

２　社会ではどのような動きがあったか

　　（社会環境等の変化）

人口の増減や、国や都の動きなど、主要課題の背景に関して「何があったか」「今後予想さ

れる」等の社会の変化を捉えています。

チェック チェック項目

有 主要課題に関連する法改正があった（今後、法改正がある）

　ゲートキーパー養成研修や自殺対策講演会を行うことで、周囲の人が発する自殺のサインに気づ
き、声のかけ方を学ぶ機会の提供や、自殺リスクがある人に対しＩＣＴを活用し相談窓口につなげる
ことにより、区民の心身の健康を守る取組に寄与しました。

　医師・薬剤師、警察、消防などのメンバーで構成される自殺対策推進会議や庁内の複数のメンバー
が主として構成される自殺未遂者等のハイリスク者支援のあり方を考えるための意見交換会の開催な
ど、関係者との連携を密にすることにより、総合的な自殺対策の推進に寄与しました。

　ゲートキーパー養成講座については、人材育成のための施策の柱と位置付け、職員向け、区民向け、支援者向
けの講座を実施しました。それぞれが、関心を持つ、相談へつなぐ、高い気づきや技術を修得するという目的を
明確化し、多くの方が適切に行動できる人材育成を計画的に進めており、さらに継続して実施していく必要があ
ります。
　自殺対策講演会については、若者の自殺対策をテーマに実施しており、令和７年度は、「『自分が嫌い病』で
苦しむあの子のこころといのちの守り方」を題目として区内在住、在勤、在学の方を対象として講演を実施しま
した。引き続き、若者世代や若者世代に関わる方への啓発に取り組んでいきます。

〇関係機関・地域ネットワークの強化

　自殺対策施策の推進のため、自殺対策計画に基づき、２年度から庁内の自殺対策委員会と外部の有識者で構成
される「文京区自殺対策推進会議」を設置しています。
　自殺未遂者支援について、区が実施する自殺未遂者等のハイリスク者支援を、関係機関との連携を図りながら
体系的かつ総合的に推進するため、実務者を対象とした、文京区自殺未遂者等のハイリスク者支援のあり方を考
えるための未遂者支援連絡会を年１回開催しています。連絡会では、事例報告に基づいた検討やグループディス
カッションを行うことで、区と関係機関が課題を共有するとともに、双方向のネットワークを構築しておりま
す。７年度は、多数の大学にも参加いただき、支援者支援の仕組みについて、情報交換を行いました。
　支援者向けのゲートキーパー養成講座は職員研修と一体化させ、支援者同士のネットワークの構築も兼ねた研
修としました。

●自殺死亡率の推移 ●年齢階級別に見た死亡原因の状況

無 主要課題に影響を及ぼす変化等があった（今後、変化等の可能性がある）

　近年増加傾向が続いている子どもの自殺への対策を推進するための基本理念の明記や体制整備について定め
た、改正自殺対策基本法が、令和７年６月に成立し、８年４月より施行されました。
　全国の自殺者数は、令和２年に新型コロナウイルスの影響もあり11年ぶりに増加に転じて21,081人となり、そ
の後21,000人台で推移し、６年は19,608人でした。本区における自殺者数は、直近５年で年間18人～37人の間で
推移している状況です。

３　成果や課題は何か（点検・分析）

（R2年～R6年合計・文京区）
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（人口10万人対） 第１位 第２位 第３位

10歳代 自殺
(※1位・2位同数)

心疾患
(※1位・2位同数)

-

20歳代 自殺 悪性新生物 心疾患

30歳代 自殺 悪性新生物 心疾患

40歳代 悪性新生物 自殺 心疾患

50歳代 悪性新生物 心疾患 脳血管疾患

60歳代 悪性新生物 心疾患 脳血管疾患

70歳代 悪性新生物 心疾患 脳血管疾患

80歳代 悪性新生物 心疾患 老衰

90歳代以上 老衰 心疾患 悪性新生物



４　今後どのように進めていくか（展開）
３を踏まえ、「何の対応が必要か」「何をどのようにしていくか」など、今後の戦略としての進め

方を記しています。

　自殺対策の人材育成については、引き続き、ゲートキーパー養成講座を行い、職員・区民・支援者を対象とし
てそれぞれが関心が深いテーマを選定し、ゲートキーパー数を増やしていきます。自殺対策の啓発については、
社会情勢の変化にあわせ、研修テーマや講師、実施方法を工夫しながら、自殺対策講演会を実施します。さら
に、自殺予防週間や自殺対策強化月間において、東京都と連携し、街頭キャンペーンを実施していきます。
　関係機関・地域ネットワークの強化については、若者の自殺が増えていることから、昨年度に引き続き大学と
の連携を図り、学生相談室等とのネットワークの構築や若い世代に訴求する啓発を実施していきます。また、医
療機関、大学等の実務者を対象とした文京区自殺未遂者支援連絡会では、区と関係機関の双方向のネットワーク
の構築を進め、支援体制の検討を行います。
　さらに、自殺リスクがある者については、引き続きＩＣＴを活用して自殺対策に取り組んでいくとともに、区
内大学病院等と連携しながら、自殺未遂者等ハイリスク者に情報提供を行い、今後の支援に結び付けていきま
す。


